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研究成果の概要（和文）：果樹作における企業経営の展開に際して，関連する経済主体の意思決定に関する基礎
的知見を収集するためには，分析対象とする活動主体について，補助金等の政策的支援の利用状況や普及機関と
のコミュニケーションの程度，農産物の販売状況等に関する側面（制度利用），気候条件や土壌特性等の資源利
用状況，機械・施設等の装備の適正さなどに関する側面（技術条件），リスクに対する態度や期待形成の特徴等
に関する側面（経営者能力）に関する経緯と現状に関する情報の整理が有効であることが確認された．このよう
な問題意識を具体化する分析枠組みとして"Livelihood Trajectory Approach"の有効性を提起した．

研究成果の概要（英文）：This research discusses the value of livelihoods studies, which is based 
upon "Livelihood Trajectory Approach", and examines the empirical study on the development of the 
decision support system in fruits farming corporate farm, in which this approach can be applied on.
For instance, it may be advisable to introduce the vulnerability framework made up from three 
dimensions in order to discuss how to build up the decision support system in fruits farming 
corporate farm from the viewpoints of "Livelihood Trajectory Approach". This research suggests (1) 
agro-ecosystem resilience that means the varieties of production technologies that can be introduced
 in each area,  (2) institutional capacity that means the extent to which institutions in society 
will provide effective supports toward its vulnerabilities and (3) socioeconomic affluence that 
means the extent to which households will have access to human resources that must be needed to keep
 production.

研究分野：農業経営学
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
南石・土田（2011）でも議論されていると
おり，企業形態論に言及するまでもなく，家
族経営と企業経営は対立概念ではない．例え
ば，経営意思決定の場面から概観すると，大
規模な企業経営であっても家族経営として
の特質を備えている事例は，農業だけではな
く各産業分野において数多く存在している．
ただし，農業部門では，近年の担い手の減少
傾向を背景として，法改正等による政策的な
規制緩和により，起業家精神を備えた農業経
営者の出現や他産業からの農業参入が活発
化し，家族経営の段階を超えた経営意思決定
システムを有した（株式会社，特例有限会社
等の会社形態としての）企業経営が増加して
いることも事実である．そして，このような
企業経営を対象とした農業経営研究では，従
来，地縁的結合を基礎とした意思決定にもと
づく土地利用型農業における企業経営を対
象とした研究が多く蓄積されてきたといえ
る． 
他方，本研究では，このように既に多くの
事例研究が報告されている稲作等を中心と
した土地利用型農業と比較した場合，永年生
作物の特殊性等を背景として企業経営の発
展・展開が相対的に遅れている果樹作を研究
対象としている．すなわち，本研究には，土
地に体化された資本としての樹木を経営要
素とする営農類型における企業経営の展開
を研究対象としているところに研究上のオ
リジナリティが存在すると考える． 
具体的には，１年１作を基本とする品目が
中心となる土地利用型農業とは異なり，通常，
数十年に及ぶ経済的収穫期間を有する品目
を中心とした果樹作経営では，永年生作物の
特殊性のために各年産の意思決定がその後
の各年産の経営成果に多大な影響を与える
など，相対的に高度な生産工程の進行管理が
求められることに企業経営の設立に対する
難しさが指摘できる．例えば，整枝・せん定
や摘果等の管理作業に関する技術管理，病害
虫の発生・予防に関する情報管理，市況や販
売ルートなどに関するリスク管理等，家族経
営から企業経営への発展に際して標準化す
べき進行管理は質・量ともに多い．また，そ
の結果，（他業種からの企業参入も含む）企
業経営の展開が遅れているものと考えられ
るのである． 
 
２．研究の目的 
 
果樹農業における企業経営の展開につい
て，成功事例，進行事例，あるいは失敗事例
から経営意思決定に関する基礎的知見を収
集し，追随する家族経営・小規模経営へ行動
規範として提供可能な意思決定支援方策策
定に資する情報整理を目的とする． 
具体的には，家族経営や地縁的な集団経営
等から出発し，企業経営へと発展を遂げた農

業経営を対象として，その成長プロセスの事
例的解明，企業経営への展開を模索しながら
も実現に至っていない農業経営を対象とし
た制約条件の抽出等，時系列的視点からの情
報収集・整理を行う． 
 
３．研究の方法 
 
果樹農業における企業経営の展開につい
て，資源利用，制度利用，経営者能力等に関
する現状と経緯について，その時々の意思決
定に応じた対応関係とともに，情報を整理す
る必要がある．具体的には，対象産地におけ
る果樹産業の時系列的な推移を各種統計や
産地・農家の経営外部情報をもとに定量的に
整理すると同時に，企業経営・果樹経営を対
象とした対面調査により，各経営における現
状とそこに至る経緯に関する定性的・定量的
な情報の整理を行う． 
なお、農業経済経営学分野において、
"Livelihood Trajectory Approach"を援用し
た先行研究は存在しない．また，このモデル
を基本的な分析フレームワークとして援用
した海外での実証研究の先行事例としては、
例えば Sallu et al.(2010)が挙げられる。 
 
４．研究成果 
 
(1) ６次産業化の現状と定義 
現在，農産物直売所は多くの市町村に存在
し，大型ショッピングセンター内に併設され
るなど日常的な存在である．県外から買い物
客が来るような，立派な施設を備えたものも
多い．しかし，十数年程前に「直売所」とい
えば，それは主に田舎道などにある無人直売
所のことであった．農産物直売所の歴史はま
だ浅く，1980 年前後が始まりとされている．
その多くは，系統流通に乗らなかった少量の
農産物に商品価値をつける場として，女性グ
ループや集落の農家が手づくりの小屋など
からスタートさせたものだった．1990 年代に
入り，次第に農村活性化に効果があると認識
されはじめ，農協や行政も直売所に注目する
ようになった．1990 年代半ば以降より急激に
増加し，現在では約 13 千件の直売所が確認
されている（松永 2010）． 
このような背景のもと，農山村にある豊か
な自然や伝統文化に注目があつまり，広く農
村に対する見方に変化が生じてきているこ
とが指摘されて久しい．具体的には，地域資
源を活用したオリジナリティの高い加工品
開発やレストラン併設など発展的展開をみ
せる農産物直売所の展開等，農村・農業のも
つ様々な機能を活用した農業を中心とした
産業構築や第２次産業，第３次産業の引き寄
せる取組みが各地で展開している． 
ここでは，地域資源の利活用による農村地
域産業の再構築・農山村の活性化の一方策と
して「農業の６次産業化」に注目する．さら
に，６次産業化，あるいは，農商工連携につ



いては，特に，農商工連携と６次産業化を区
別する視点から理論的背景と現状を整理す
る．具体的には，①農村マーケット化・農業
の総合産業化，②直売活動，③グリーン・ツ
ーリズム・都市と農村の交流，④地域内発型
アグリビジネス，⑤女性起業，⑥農商工連携，
⑦経営の多角化の７つの視点から，６次産業
化の基本的な考え方を整理したい（表）． 
元来は，地域でとれた農産物をその地域内
で消費すること，すなわち地産地消に関連し
た活動の一形態として古くから実践されて
きたものである．近年では，複雑化する消費
者ニーズへ対応するための有力なマーケテ
ィング対応のひとつであり，多様化する青果
物を取り扱う小売業の一形態として，農産物
直売所が全国各地に設立・発展している．こ
の議論については，農産物の供給側である生
産者の組織化，直売所自体のマネジメント，
需要側である消費者の購買行動等の視点か
ら多くの研究成果が存在する．また，これら
の研究成果の多くでは，個別の農業者の生産
意欲向上や地域社会の活性化に結びつく活
動として，直売活動をポジティブに評価して
いるものが多い． 
他方，大江（2003）では，都市住民のレク
リエーションニーズに対応する農村景観や
国土保全等，農業の有する多面的機能の外部
効果について，観光農園や農家民宿等の活動
により内部化することの重要性が，都市農村
交流を捉える視点として提示されている．ま
た，農村に賦存する地域資源を利活用した内
発的な取り組みであることに，広義のツーリ
ズムとの差別化の視点が存在する．この議論
については，これらの活動を通じた経済的交
流による農村の活性化が重要な論点となっ
ているが，経済的な側面だけではなく，交流
の継続性・双方向性，交流がもたらす主体（受
入側と参加側）の認識の変化等，これらの活
動を評価する視点は多様である． 
ところで，「農村女性起業」という言葉は，
「農山漁村の女性に関する中長期ビジョン
（1992 年）」において初めて使われたといわ
れている．しかし，そのあり方は，時間の流
れとともに大きく変化しているように思わ
れる．これは，「農村女性起業」という概念
が地域に普及していった経緯と深い関連が
あると考えられ，この動向は，例えば，当初
はグループによるものがほとんどであった
起業形態が，近年では個人による起業形態が
多く観察されるようになってきたことから
も伺える．近年の議論では，原（2009）にお
いて指摘されているように，むしろ女性とい
う性別にこだわらず，例えば事業規模や組織
形態によって男性の参画も積極的に受け入
れるような多様な企業形態に注目すべきで
あるという視点が注目される． 
一方で，斉藤（1999，2001）は地域内発型
アグリビジネスの存在を主張している．ここ
では，地域内で原料生産から加工・販売・サ
ービス提供に至る価値連鎖を形成すること

の重要性が指摘されている．そして，これら
の価値連鎖の成功については，第１次，第２
次，第３次産業のすべての主体が競争力を向
上させ，持続的な所得拡大を実現することが
必要であると論じている．この議論について
は，特に，活動の主体は地域内の農業部門で
はあるが，食品産業クラスターの形成等，地
域内外の食品・関連産業との連携や，産業集
積・技術移転に関する議論等，他地域・異分
野との連携もまた重要であることを指摘し
ていることが注目に値する． 
以上のように，産業間の連携を図ることに
より全体の経済活動の水準を高める必要性
は従来から指摘されてきたが，農商工連携と
いうタームが注目されはじめたのは近年の
ことのように思われる．具体的には，農商工
等連携関連２法（農商工等連携促進法・企業
立地促進法改正法：ともに 2008 年）の成立
と，経済産業省と農林水産省による政策的支
援が開始されたこり，農商工連携が事業とし
て急速な展開をみせているといわれている．
具体的な事例分析として，経済産業省と農林
水産省が公表した事例集である「農商工連携
88 選」を対象とした櫻井（2010）に注目す
ると，現状の農商工連携の事例では，１）工
業部門が主導するケースが多いこと，２）農
業部門が主導するケースでは法人化を達成
している主体がほとんどであること，３）商
業・サービス部門の参画が相対的に希薄であ
ること，などが指摘されている．つまり，多
くは農業部門と工業部門を中心とする短線
的なネットワークが形成されているにすぎ
ない事例が多く，農業部門と商業・サービス
部門との連携，各部門間の重層的な連携があ
まり認められないことに，イノベーションの
実現や地域全体への波及効果が小さいこと
などの原因が考察されているのである．すな
わち，農商工連携が更に発展していくために
は，商業・サービス部門の積極的に事業参入，
各部門間の重層的な連携の一層の活性化が
必要であるといえよう．加えて，農商工連携
の概念では，事業の中心的な主体が農業部門
である必要はなく，異部門間の連携が地域内
に限定されることが求められている訳でも
ないことに注意が必要であると考えられる．
この意味で，本研究で議論している６次産業
化の概念とは，対象となる事例に差異が存在
するようにも考えられる． 
さて，次に整理する経営の多角化・多就業
化という概念は，表の１～５で整理した諸概
念とは議論の方向が若干異なっている．具体
的に，ここでは，大江（1996，2003）におい
て展開されている議論に依拠することによ
り，従来の専業・兼業という農家の就業形態
の区分よりも幅広い経営活動に注目し，物財
としての農産物の提供だけではなく，サービ
ス財を含む農業経営活動に注目した議論と
してこの考え方を整理したい． 
具体的には，農業生産だけではなく，農家
民宿・レストランなどのグリーン・ツーリズ



ムに関連した活動，女性グループによる多様
な起業活動等，農業経営内における多就業化
の進展が，長期的には６次産業化に結びつく
重要な視点であると考えられる． 
経営の多角化が農業経営活動に注目した
概念であることは，分析の視点が個別の経営
を対象とする点的なものであるという意味
で，他部門間の連携による多様な主体の参画
や地域全体の経済活動の活性化を目指す面
的な議論としての６次産業化とは異なると
も考えられる．しかし，農業経営活動が多角
化することからは，経営リスクの分散，後継
者の育成，社会的ニーズのビジネス化や遊休
未利用資源の利活用等の効果が期待でき，し
かも，このような農業経営が増大すること自
体が新たな農村ビジネスの創出シーズにな
るものと期待されるのである． 
以上の理論的背景をもとにして，６次産業
化に関する基本的な考え方について整理し
たい． 
今村（1998）によれば，６次産業化を分か
りやすく表現すれば，「近年の農業は農業生
産，食料原料生産のみを担当するようにされ
てきて，２次産業的な分野である農産物加工
や食品加工は，食品製造の企業に取り込まれ，
さらに３次産業的分野である農産物の流通
や農業・農村にかかわる情報やサービス，観
光などもそのほとんどは卸・小売業や情報サ
ービス産業，観光業に取り込まれているので
あるが，これらを農業に取り戻そうではない
かという提案」と定義される． 
この定義に依拠すれば，６次産業化は第１
表で取り上げたキーワードうち，農商工連携
を除くすべてを包含する概念であると考え
られる．ここで，農商工連携を除くことの意
味は，例えば，生産は農業分野が主体であり，
加工，流通・販売は第２次・第３次産業分野
の主体が担っているという意味で，すべての
活動を「農業に取り戻せ」ていないという論
点に依拠している．しかし，６次産業化につ
いて実証的に議論する中において，この論点
はそれほど大きな意味をなさない．むしろ，
今村（2009）が指摘しているように，「農商
工連携とは，私がかねてより提唱してきた
「農業の６次産業化」を立法措置により政策
的に支援しようという，いわば官庁版の６次
産業化方策」であるといえるのではないかと
いうのが，筆者らの考えである．すなわち，
本研究では，６次産業化を議論する場合に重
要となるポイントは「地域内の経営資源を有
効に活用し，地域農業を中心として地域経済
の活性化をめざす」という資源の立地と活動
主体・活動の場の視点であると考えている． 
つまり，以下の議論では，ある地域内の資
源を利用した生産から加工，流通・販売，あ
るいはこれらの資源とその加工品を利用し
た情報サービス・観光業等に至るすべての活
動が，同一の地域内において，地域農業を中
心に実施されていることを「６次産業化」の
定義と考えたい． 

表 ６次産業化に関する議論の整理 
 キーワード 考え方 

１ 直売活動 
 

複数の農家が農産物・農産加工品
等を持ち寄り、新鮮で安価である
という消費者ニーズに対応し、地
元および周辺の消費者に継続して
販売するための一連の活動 

２ グリーン・ツー
リズム 
都市と農村の
交流 

都市住民の農村での農産物購入や
農作業体験、農家レストランでの
食事や農家民宿での宿泊等を通じ
た経済的交流であり、農村に賦存
する地域資源を利活用した内発的
な取り組み 

３ 女性起業 農村在住の女性が中心となって行
う農林漁業関連の起業活動であ
り、 
① 主な使用素材が地域産物であ
ること、 
② 女性が主たる経営を担ってい
るもの、 
③ 女性の収入につながる活動で
あること など 

４ 地域内発型ア
グリビジネス 

① 農業と食品・関連産業の連携・
統合 
② 相互の経営資源の有効活用が
もたらす集積と学習効果による
イノベーションの実現 
③ 必要であれば異分野や地域外
の主体とも連携することによる
事業の発展と拡大 他 

５ 農商工連携 農商工等連携関連２法（農商工等
連携促進法・企業立地促進法改正
法（ともに 2008 年）の成立による
政策的支援 
経済産業省と農林水産省が協力
し、各種の中小企業と第１次産業
との連携条件を整え、地域の経済
的活性化・日本経済の成長をもた
らすようなビジネスを創出する 

６ 経営の多角化 
多就業化 

物財としての農産物の提供だけで
はなく、サービス財を含む農業経
営活動に注目し、専業・兼業とい
う農家の就業形態の区分よりも幅
広い経営活動の展開に注目 
新たな農村ビジネスの創出シーズ
としての多様な経営活動への期待 

 
 (2) ６次産業化における制度利用・技術条
件・経営者能力 
企業経営への発展を議論する視点として，
制度利用・技術条件・経営者能力の３つの視
点を取り上げた．具体的に，果樹作における
企業経営の展開に際して，関連する経済主体
の意思決定に関する基礎的知見を収集する
ためには，分析対象とする活動主体について，
補助金等の政策的支援の利用状況や普及機
関とのコミュニケーションの程度，農産物の
販売状況等に関する側面（制度利用），気候
条件や土壌特性等の資源利用状況，機械・施
設等の装備の適正さなどに関する側面（技術
条件），リスクに対する態度や期待形成の特
徴等に関する側面（経営者能力）に関する経 
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図 企業経営評価の要因分解 

＝Livelihood Trajectory Approach による＝ 
 
緯と現状について，その時々の意思決定に応
じた対応関係とともに，情報を整理する必要
があることが確認された．つまり，詳細な事
業展開と意思決定のダイナミクスを分析対
象としなければならない．このような問題意
識から経済主体の行動を分析する枠組みと
して"Livelihood Trajectory Approach"の有
効性を提起した． 
ここで"Livelihood Trajectory Approach"
について具体的に紹介する．果樹農業におけ
る企業経営の展開について，成功事例，進行
事例，あるいは失敗事例から経営意思決定に
関する基礎的知見を収集するためには，調査
対象とする企業経営・果樹経営における資源
利用，制度活用，経営者能力等に関する経緯
と現状について，その時々の意思決定に応じ
た対応関係とともに，情報を整理する必要が
ある．つまり，詳細な経営展開と意思決定の
ダイナミクスを分析対象としなければなら
ない．このような問題意識から経済主体の行
動を分析する枠組みが"Livelihood 
Trajectory Approach"である．（本研究手法
に関するレビュー論文としては de Haan and 
Zoomers(2005)，基本的な考え方については
Bagchi et al.(1998)，Fraser(2007)を参照
されたい）． 
"Livelihood Trajectory Approach"とは，
経営の発展過程について，①栽培技術や園地
条件等の「技術的環境要因」，②市場条件や
補助金利用等の「制度・政策的環境要因」，
③広義の経営者能力としての「人的要因」の
３つの軸から捉えようとする分析フレーム
である（図参照）．しかも，これら３つの軸
からの要因分析を動学的に（多年度にわた
り）行うことにより，発展段階毎に各段階に
貢献した要因が整理できるという分析力を
有している．例えば，概念図において，原点
は各要因（評価軸）において能力が備わって
いない段階，頂点「3abc」はすべての要因に
おいて高度な能力を備えている段階を示し
ており，この３次元上において経営の推移を
描くことにより，各段階における意思決定支
援方策の必要性が視覚的に整理できるとい

う利点がある． 
つまり，本研究では，分析手法の点からも，
農業経済経営学分野における新領域の確立
を目指した． 
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